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特　　集　昭和大学の医療連携における歯学部の役割について

昭和大学病院での周術期口腔機能管理の現状

1）昭和大学歯学部スペシャルニーズ口腔学講座地域連携歯科学部門
2）昭和大学病院歯科・歯科口腔外科

3）昭和大学歯学部スペシャルニーズ口腔学講座口腔リハビリテーション部門
丸岡　靖史 1） 佐藤あや子 1，2） 山口　麻子 1，2） 
田下　雄一 3） 高橋　浩二 3） 須田　玲子 1，2）

1．は じ め に

　周術期口腔機能管理は，がん等に係る手術又放射
線治療，化学療法若しくは緩和ケアを実施する患者
に対して，歯科診療を実施している保険医療機関に
おいて，手術等を実施する保険医療機関からの文章
による依頼に基づき，管理計画書に基づいて歯科医
師が口腔機能管理を行うことである1）．2012 年に歯
科診療報酬改定で保険導入され，医科保険でも周術
期口腔機能管理を行った場合歯科医療機関連携加
算，周術期口腔機能管理後手術加算などの算定が拡
大され1），昭和大学病院での周術期口腔機能管理の
件数は年々増加しており，医科歯科連携の中核を
担っている．

2．周術期口腔機能管理について

　手術前後周術期口腔機能管理では，①歯科疾患を
有する患者や口腔衛生状態不良の患者における口腔
内細菌による合併症（手術創部感染，病巣感染），手
術の外科的侵襲や薬剤投与等による免疫力低下により
生じる病巣感染の予防．②人工呼吸管理時の人工呼
吸性肺炎，誤嚥性肺炎など術後肺炎の予防．③頭頸
部がん・消化器がん術後や，脳卒中による摂食機能障
害の経口摂取再開の支援．④気管内挿管時の口腔内
トラブル（歯の破折・脱臼・粘膜損傷など）（写真1）
回避・リスク軽減に有効である．
　周術期口腔機能管理内容は，依頼された患者の口
腔内検査（う蝕の有無と程度・歯の破折・不適合補
綴物の有無・口腔粘膜疾患の有無），歯周基本検査
（歯周病の有無と程度，動揺歯の有無，口腔清掃状

態），パノラマX線写真での根尖病巣・顎骨内病変
の有無など総合評価を行う．その後口腔内の状況に
応じて，患歯の消炎・プラークコントロール・口腔
清掃指導，消炎のための根管治療，動揺歯の固定・
暫間充填・義歯修理・調整，歯周ポケットの洗浄・
薬剤注入・抗菌薬の予防投与，抜歯など感染源の除
去，マウスガードの作成，患者の自己管理教育を行
い手術に備え，術後も定期的な口腔機能管理を行う．
　がん薬物療法（化学療法）では，殺細胞性抗がん
剤，分子標的治療薬，免疫チェックポイント阻害
薬，ホルモン療法などさまざまな治療が行われてい
る．抗がん剤では悪心・嘔吐，骨髄抑制，口腔粘膜
炎などのさまざまな副作用が発現する2，3）．分子標
的治療薬ではがん細胞に特異的に作用すると考えら
れていたが，的外れ効果による副作用があり，免疫
チェックポイント阻害薬においても重篤な口腔粘膜炎
（写真 2）など，免疫関連副作用が全身に生じること
が少なくない4，5）．がん薬物療法時の周術期口腔機能
管理では，口腔粘膜炎の症状緩和，骨髄抑制時の歯
科感染症の予防への対応が必要である，薬剤投与前
から動揺歯の固定・暫間充填・義歯修理・調整，補
綴物鋭縁削合，抜歯などでの歯科感染除去，口腔内
清掃，保湿など健康管理を行う．口腔粘膜炎が生じた
ら，疼痛管理（口腔粘膜保護剤塗布，表面麻酔薬含
嗽，アセトアミノフェン・NSAIDs・オピオイド投与
など）を行う．侵襲的歯科治療は，骨髄抑制期のピー
クを過ぎてから行う．抗菌薬は免疫チェックポイント
阻害薬の効果を減弱することがいわれている6）．がん
薬物療法開始前から，抜歯などでの歯科感染除去は
重要である．がん薬物療法による口腔粘膜炎と，鑑別
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が必要な口腔粘膜疾患としては，口腔カンジダ症・歯
性感染症の急性化・ウイルス性口内炎（単純疱疹・帯
状疱疹など）・歯の鋭縁・不適合補綴物による褥瘡性
潰瘍などがあり，口腔の診察を専門にしている歯科医
師でなければ診断・加療が困難なことが少なくない．
　頭頸部がん放射線療法（根治照射で照射野が口
腔・顎骨・大唾液線を含める場合）での周術期口腔
機能管理では，①治療中のQOLの維持と治療完逐
のサポートにより口腔合併症を減らし，口腔粘膜炎
などの症状緩和を行うこと．②治療後の放射線性骨
髄炎・顎骨壊死の予防・リスク軽減するため，治療
前からのリスク管理と治療後の長期的な歯科サポー
トを行うことである．放射線治療前に歯周基本検
査，パノラマX線写真での根尖病巣・顎骨内病変
の有無など総合評価を行い，残存歯の状況を把握す
る．その後，抜歯などで感染源の除去や，散乱線に
よる影響を少なくするために，金属冠などの除去，
スペーサーを作成する（写真 3）．口腔内にスペー
サーを装着することで，照射野から下顎や舌を離
し，散乱線から口腔粘膜を保護する．頭頸部放射線
治療終了後，急性障害である口腔粘膜炎・皮膚炎は
1～ 2 か月程度で改善する．晩期障害である唾液分
泌障害，口腔乾燥，放射線性骨髄炎のリスクは継続
する．口腔乾燥に対しては，頻繁な含嗽，保湿剤，
人工唾液，副交感神経刺激薬などの対症療法を行

う．口腔乾燥に伴う放射線性う蝕への対応として
は，歯列にフッ素塗布用のマウスピースを装着する
ことも効果がある7）．放射線性骨髄炎に関しては，
治療後も定期的な口腔健康管理を行い予防する．顎
骨への照射量が 65 Gy 以上の下顎臼歯部抜歯では，
放射線性骨髄炎の発生率が 30 ～ 40％と高くハイリ
スクであるため，55 Gy を超えるようであれば，可
能な限り根管治療などの保存治療を行う．保存不能
歯の抜歯に際しては，高気圧酸素療法の併用を検討
も必要である8-11）．
　がん薬物療法が起因する薬剤関連顎骨壊死
（MRONJ）は，がんの骨転移や多発性骨髄腫などに

写真 2　 免疫チェックポイント阻害薬（ペムブロリズマブ）投与後の難治性口腔粘膜炎，
頰粘膜・舌・歯肉に広範囲に口腔粘膜炎が生じて，歯肉出血も認められる．

写真 1　気管内挿管時の口腔トラブル（舌の褥瘡）
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対して投与されるビスフォスポネート製剤（ゾレド
ロネート），抗ランクル抗体（デノスマブ），切除不
能再発がんに投与されている血管新生阻害薬（ベバ
シズマブ・スニチニブ）などで発症することがあ 
る12-15）．顎骨壊死が進行すると，疼痛・腫脹・摂食
障害などでQOLの低下，治療に難渋し，長期間を要
するため，骨代謝修復薬投与前からリスク因子除去
などの口腔健康管理を行う．具体的には，口腔衛生
指導の徹底，義歯の調整・修理，う蝕・歯周治療・
補綴処置，保存不可や予後不良な歯の抜歯，口腔と
交通する埋伏歯の抜歯，大きな分葉状骨隆起除去な
どを考慮することで，MRONJの発症抑制が可能で
あると考える．MRONJが発症して早期であれば，抗
菌薬投与・洗浄などの保存的治療で制御可能である
が，進行した症例では，抗菌薬投与・洗浄での消炎
後に腐骨除去を含めた積極的な外科処置が有効であ
る 14，15）（写真 4）．
　がん緩和ケア期の周術期口腔機能管理では，患者
の全身状態の悪化に，セルフケア困難な状態が加わ
り，種々の口腔トラブルが生じやすい．医療スタッ

フも患者も身体的・精神的苦痛に注意やケアが集ま
りやすく，口腔トラブルへの対応が不十分な状況で
ある．緩和療法中の口腔トラブルでは口腔乾燥が多
く，口腔乾燥により，口腔の自浄作用低下，咀嚼・
嚥下障害，口腔の違和感・痛み，義歯不適，味覚障
害などが生じ，口腔カンジダ症・誤嚥性肺炎など感

写真 4　83 歳男性，前立腺癌の多発骨転移のため，デノスマブ投与された．
投与後 1年で，左下顎骨に骨露出 , 排膿を認める（a）．
消炎後に腐骨除去術を施行して経過良好である（b）．

写真 5　 経口摂取が困難な療養中の患者に対する剥離
上皮膜の除去．

a b

写真 3　 口腔内にスペーサーを装着することで，照射野から下顎や舌を離し，散乱線
から口腔粘膜を保護する．aのスペーサーを照射時に口腔内に装着する（b）．

a b
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染リスク高くなり，経口摂取も困難になる16）．口腔の
保湿では，水，レモン水，2％重曹水，氷片を口に含
むグリセリン含有の含嗽液，人工唾液，保湿ジェル，
唾液腺マッサージなど，誤嚥しないようにケア時の
姿勢に注意する．またマスクで口腔からの水分蒸発
を抑えるのも効果的である．経口摂取が困難な療養
中の患者に対する剥離上皮膜の除去等に，2020 年歯
科診療報酬改定で，非経口摂取患者口腔粘膜処置料
が保険導入された17）（写真 5）．口腔のみを管理するの
ではなく，全身状態，心理状態，生命予後等も考慮
した包括的な口腔機能管理が重要であり，医科歯科
スタッフ連携して積極的に介入する必要がある．

3．昭和大学病院での周術期口腔機能管理

　昭和大学病院歯科・歯科口腔外科（以下当科）は，
開設以来主に入院患者の口腔健康管理を実施してい
る．2019 年度の当科は常勤歯科医師 3 名，歯科衛
生士 2名，クラーク 1名にて診療に携わり，各科と
連携を図り積極的な歯科介入を行ってきた．
　2012 年の歯科診療報酬改定より周術期等口腔機
能管理が導入され，当科でも特定の診療科（食道外
科・心臓血管外科・呼吸器外科・消化器外科・脳神
経外科）を対象として歯科介入を行ってきた．2018
年 1 月より麻酔科術前外来が開始されてからは，麻

酔科診察後に歯科診察を行うよう動線を整えること
で，2012 年～ 2017 年の 1 か月の平均周術期口腔機
能管理初診患者数は 25 例であったが，2018 年～
2019 年は 128 例と飛躍的な増加を認めた．当院で
の麻酔科術前外来でのシステム構築が周術期等口腔
機能管理を患者の増加に有用であったことが分かる
（図 1）．
　麻酔科術前外来は，麻酔科医師，薬剤師，手術室
看護師，歯科医師，歯科衛生士など多職種によって
構成されている．手術患者の高齢化・重症化に伴
い，専門性を活かした多職種のチームアプローチを
用いて術前合併症の精査・管理を行うことにより，
安全な医療を提供することを目的に立ち上がった病

表 1　昭和大学病院での周術期口腔機能管理の流れ

手術日 1～ 3週間前
化学療法・放射線療法・緩和医療前 Ⅰ．主病主治医よりコンサルテーション，Ⅱ．麻酔科医（麻酔科術前外来）

コンサルテーション当日
歯科・歯科口腔外科（歯科室）

周術期口腔機能管理説明・同意書作成
周術期のセルフケアに積極的に取り組んでいただくための動機付け
医療面接・口腔内診査・歯周組織検査・パノラマX線撮影説明

かかりつけ歯科もしくは
当科にて口腔健康管理
（手術日までの待機期間を考慮）

口腔衛生管理（口腔衛生指導，歯垢・歯石除去，歯面研磨，粘膜保清・保湿）

術後感染症になりうる未治療歯処置（抜歯・充填・仮充填・仮封等）
動揺歯に対する処置（抜歯・暫間固定・マウスガード作成）
リハビリテーション（義歯調整，摂食嚥下機能訓練）

入
院
中

手術前日 口腔衛生管理（口腔衛生指導，歯垢・歯石除去，歯面研磨，粘膜保清・保湿）

術後 1～ 2日　　ICU・病棟往診
化学療法・放射線療法・緩和医療中

有害事象の有無確認，口腔衛生管理
（口腔内環境に応じて介入頻度検討）

退院まで
口腔衛生管理，義歯調整，摂食嚥下機能訓練など
退院が決定したら，かかりつけ歯科へ診療情報提供書作成
かかりつけ歯科がない場合は，地域の歯科医院へ紹介

退
院
後

主科との医科歯科連携，地域歯科医師会，地域歯科医院との連携

図 1　 2012 年度から 2019 年度の周術期口腔機能管理
新患数
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院全体での取り組みであった．
　当科での周術期口腔機能管理の流れと診療内容は
表 1に示す．この中で，食道外科・呼吸器外科・心
臓血管外科の 3科は，麻酔科術前外来が開始される
前より周術期口腔機能管理の介入を行っており，直
接歯科への依頼がある．このことより，当科への全
身麻酔前の歯科介入依頼診療科別内訳は，麻酔科術
前外来が大半の 72％を占め，次に食道外科，呼吸器
外科，心臓血管外科の順に多かった（図 2）．麻酔科
術前外来の診療科別患者数は，乳腺外科，脳神経外
科，泌尿器科，整形外科の順に多く認めた（図 3）．
また，頭頸部腫瘍センターでは当科歯科医師と別に
口腔リハビリテーション科の歯科医師が常駐してお
り，外来・入院を含めて口腔機能管理を行ってお
り，全身麻酔での手術患者だけでなく化学療法・放
射線治療患者にも対応している．頭頸部腫瘍セン
ターには専属の歯科衛生士がいないため，現段階で
は当科より歯科衛生士が週に半日間出向している．

4．2019年度の周術期口腔機能管理の現状

　2019 年度の周術期口腔機能管理を実施した患者の
内訳は，全身麻酔手術患者 1,821 例，化学療法・放
射線療法患者 293 例（化学療法患者は 247 例，放射
線療法患者は 46 例）であった．総全身麻酔手術症
例は 5,870 例で，全身麻酔手術患者における周術期
口腔機能管理実施割合は 31％，月平均患者数は 151
例であった．総化学療法・放射線療法患者は，外来
化学療法・放射線療法患者を除いて 1,985 例（化学
療法患者は 1,842 例，放射線療法患者は 143 例），周
術期口腔機能管理実施割合は 15％，月平均患者数は
24 例であった．全身麻酔における周術期口腔機能管
理の月平均患者数は，21～ 102 例 /月であり，他施
設の報告18，19）と比較しても当院の介入件数は多い傾
向にあった．周術期管理をシステム化したことや，
周術期外来運用協議会で 2か月毎に現場での問題点
や目標などを多職種で話し合い，改善を図っている
ことが件数の増加に繋がっていると考えられる．
　1）診療科別全身麻酔件数と周術期口腔機能管理
実施割合
　診療科別患者数は，乳腺外科 438 例，消化器・一
般外科202例，脳神経外科189例，泌尿器科160例，
呼吸器外科 142 例の順に多かった．総全身麻酔件数
に対しての実施割合は，食道外科 78％，乳腺外科
74％，心臓血管外科 73％，呼吸器外科 70％，循環
器内科 67％の順に多かった（図 4）．
　全身麻酔手術患者における周術期口腔機能管理の
依頼の多い診療科は，消化器外科，心臓血管外科，
呼吸器外科，耳鼻咽喉科などの報告がされている20）．

図 2　2019 年度依頼診療科内訳

図 3　2019 年度麻酔科術前外来の内訳
図 4　 診療科別全身麻酔件数と周術期口腔機能管理実施

割合
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当院では乳腺外科からの依頼が多いことが特徴的で
あり，乳腺外科から麻酔科術前外来への依頼が多い
ことや悪性腫瘍の手術が多いことが考えられる．ま
た実施割合では，麻酔科術前外来開始前より積極的
に周術期口腔機能管理の依頼を受けていた食道外
科，心臓血管外科，呼吸器外科の実施率が高いこと
が明らかになった．これは，今までの依頼診療科へ
のアプローチや啓発活動の効果があったことを示し
ていると考える．
　2）診療科別化学療法件数と周術期等口腔機能管
理実施割合
　化学療法患者の診療科別患者数は，食道外科 87
例，血液内科 61 例，頭頸部腫瘍センター 38 例，腫
瘍内科 34 例，呼吸器内科 7例の順に多かった．総
化学療法治療件数に対しての実施割合では，頭頸部
腫瘍センター 83％，食道外科 56％，血液内科 21％，
消化器・一般外科 11％，泌尿器科 10％の順に多
かった（図 5）．
　化学療法の周術期口腔機能管理実施割合では，12
の診療科で化学療法時の歯科介入がない状況であっ
た．これは化学療法患者の多くは外来診療であり，
原則入院患者のみを対象としている当科では介入件
数が少ないことが考えられる．また，全身麻酔での
周術期口腔機能管理ほどシステム化できていないこ
とも考えられる．化学療法患者のQOL向上のため
に医科との連携に努め，退院後にかかりつけ歯科へ
の紹介やその仕組みの構築を担うことも大学病院の
歯科の課題と考えている．

　3）周術期口腔機能管理後手術加算（対象疾患規
定あり）
　2014年 4月より医科診療保険に周術期口腔機能管理
手術加算が導入され，対象患者において依頼した医師
側の手術加算（＋200点）が可能となった．全身麻酔
手術患者において周術期口腔機能管理実施患者1,821
例のうち，周術期口腔機能管理後手術加算を算定され
た患者は766例で，実施割合は42％であった．診療科
別に分析すると，乳腺外科が 393例（51％）と大半を
占め，呼吸器外科95例（12％），食道外科74例（10％），
心臓血管外科 63例（8％）の順に多かった（図6）．
　4）周術期口腔機能管理の診療内容
　当科での実際に保険点数を算定した件数を表 2に
示す．周術期口腔機能管理対象患者 1,821 例中，1,322
例に術前の口腔機能管理・専門的口腔衛生処置を実
施したが，そのうち歯科衛生士による介入は 1,178
例であった．術前の口腔機能管理・専門的口腔衛生
処置は，全身麻酔における総周術期口腔機能管理患
者 1,821 例に対し，65 ～ 77％の高い割合で介入し
ていることが分かった．歯科衛生士の術後の介入割
合は 27％，化学療法・放射線療法患者の歯科医師・
歯科衛生の介入割合は総化学療法・放射線療法件数
1,985 例に対して 11 ～ 15％と介入割合は低い．こ
れは，入院患者のみの介入と手術による入院日数の
短期化や，当科の人員不足があり術前に介入した患
者全てに術後介入できない現状がある．現時点で
は．手術での歯の損傷リスクが高い患者や口腔清掃
状態不良患者，術後の感染リスクが高い患者のみを

図 5　 診療科別化学療法件数と周術期口腔機能管理実施
割合

図 6　周術期等口腔機能管理後手術加算の診療科内訳
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対象として術後の経過を追っている．
　また，周術期口腔機能管理対象患者以外も含まれ
るが，手術前の動揺歯に対する対応として当科では
マウスガード作成が 307 例と他の抜歯や暫間固定よ
りも多かった（表 2）．理由としては，手術までの
日数が少ないことや抜歯の同意を得られなかったた
め抜歯を行えなかった点が挙げられる．またマウス
ガードは院内技工にて歯科医師が作成するため，緊
急であれば当日でも対応できることが作成の増加に
つながったと考えられる．
　5）歯科介入と歯の損傷の割合
　手術前に歯科介入をした患者で手術中における歯
の損傷は 3例（0.09％）認めた．また，歯科介入が
なかった患者では 6例（0.21％）であった（表 3）．
一般的な手術中の歯の損傷の発生率は 0.1 ～ 0.3％

といわれている21）．当科の実績では歯科介入ありで
0.09％であった．歯科介入することで歯の損傷リス
クを減少することが示唆された．

5．ま と め

　各診療科へのアプローチや啓発活動で，周術期口
腔機能管理の対象患者は益々増加していくと考えら
れる．今後の課題としては，増加する手術患者への
対応と化学療法・放射線療法患者やがん緩和ケア患
者への介入率の検討が挙げられる．マンパワーには
限りがあるため，近隣歯科医師会・歯科医院との連
携の強化や，化学療法・放射線療法患者への介入の
システム化，歯科介入の必要性・有益性を数値化
し，患者・主治医へさらなる啓発を行っていく必要
があると考える．今後も各診療科との連携を強化
し，症状に合わせた周術期口腔機能管理を行うこと
で，患者の療養生活の質を高め，早期離床・早期退
院のために貢献したいと考えている．
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